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総

１．環境問

論

題の実情とその対応

環境

世紀末

それを動力

方もなく向

量消費、大

し続けるこ

という経済

を繰り返し

問題の実情

に、石油と電力という二つの

源とした新しい工業製品が次

上した。しかし、このことは

量廃棄の経済活動を続けてき

とにより生活が豊かになって

活動が、自然界が吸収可能な

行うことになり、地球温暖化

エネルギー源を人類が手に入

々に登場し、生産性が向上す

石油と電力という動力源を

たことになり、言い換えれば

きたと言える。このような大

範囲を遥かに超える有害物質

を代表する様々な環境問題が

れたことにより、 世紀は、

ることにより、生活水準は途

年間利用し、大量生産、大

、二酸化炭素の排出量を増や

量生産、大量消費、大量廃棄

を排出する一方で、自然破壊

発生している。これらの環境

問題を引き

進国におけ
（注１）、成層

どの問題で

る、森林減

様々な環境

である。ま

成 ）年から

起こした要因ごとにみてみる

る人間活動（持続不可能な大

圏オゾン層の破壊（注２）、酸性

、もう一つは、途上国におけ

少（注６）、生物多様性の喪失（

問題は、これまで人類が直面

た、経済活動に必要な水銀、

（平成 ）年の間に資源

と、その要因は二つに分類す

量生産と大量消費の形態）が

降下物（注３）、海洋汚染（注４）、

る貧困と人口増加、急速な都
注７）、土壌劣化・流出（注８）な

したことのない複雑な問題で

銀、鉛、金などの金属資源や

が底をつくと見られているも

ることができる。一つは、先

主な原因である、地球温暖化

有害廃棄物の越境移動（注５）な

市化・工業化が主な原因であ

どの問題である。このような

年々深刻化しているのが現状

石油の可採年数は、 （平

のが少なくなく、資源の枯渇

についても

これに加

人口が、

確保など、

これらの

どが顕在化

まで抜本的

あっても地

今後大きな問題となることが

えて、世界人口は年々増加し

世紀中葉には 億人を突破す

人間の生存に係わる大きな問

ことから 世紀後半では、資

する可能性が高く、地球規模

な変革ができなかった理由と

球環境は劣化しないものであ

予測されている。

続けている。国連の人口予測

るといわれており、人間の生

題が今後発生することが予測

源の枯渇が本格化し、地球規

での早急な対応が迫られてい

しては、地球が無限の資源

るという前提に立った経済活

によれば、現在 億人の世界

活に必要な綺麗な水や食料の

されている。

模での環境問題や食料問題な

る。こうような状況にいたる

を保有し、どのようなことが

動を続けてきたことがあげら

れる。しか

然と折り合

題を解決す

このこと

子から孫へ

られてきた

と言える。

れるように

し、現実の地球は、資源は有

い、共生するための知性を人

ることはできない。

は日本も例外ではない。戦前

と代々引き継がれるとともに

。このことが自然を守りなが

それが、戦後の高度成長期の

浪費文化が浸透したため、自

限で、地球環境は壊れやすい

類の共通の文化として築き上

の日本は、 物を大切にする

、学校教育においても、自然

ら持続可能な日本社会を形成

なかで、 使い捨て や 消

然破壊が進行するとともに様

ものであると分かった今、自

げなければ、抜本的に環境問

という精神が、親から子へ、

の大切さや物の大切さが教え

することができた大きな要因

費は美徳 などの言葉に代表さ

々な環境問題を引き起こすこ

とになり、

で、喫緊に

教育機関の

も学生のみ

ている。

日本

このよう

物を大切にする という精神

対応が求められている環境問

役割は大きく、調査・研究面

ならず社会人や地域住民など

政府の対応

な現状を踏まえて、日本政府

さえ薄れてしまっている。こ

題について、迅速かつ広範囲

でリーダーシップをとること

の幅広い人々を対象とした教

は、平成５年の環境基本法（注

のような日本社会の現状の中

に計画を進めるためには高等

は言うまでもなく、教育面で

育システムの構築が求められ

９）を制定し、平成６年に環境



基本法に基

同計画は、

） 環境

づき、総合的かつ計画的な環

長期的な４つの目標として、

への負荷をできる限り少なく

境政策推進のための環境基本

し、循環を基調とした社会経

計画（注 ）が閣議決定された

済システムを実現する。

。

） 健全

） 公平

主体的

） 地球

め、あ

をあげてい

法（注 ）など

）法（注

で法的整備

な生態系を維持・回復し、人

な役割分担の下に相互に協力

に参加する社会を実現する。

環境を共有する各国との国際

らゆる主体が積極的に行動す

る。その後、環境アセスメン

の持続可能な社会（循環型社
）、ダイオキシン対策法（注

がなされた。また、環境問題

間と自然との共生を確保する

・連携しながら、あらゆる主

協調の下に、国際的取り組み

る。

ト法（注 ）、改正省エネルギー

会）の構築を支援、促進する
）などの有害化学物質の排出、

の動きにさらに拍車をかけた

。

体が環境保全に関する行動に

を積極的に推進する。そのた

法（注 ）、地球温暖化対策推進

法律や、化学物質管理（

移動に関する法律など相次い

のが、平成９年 月に開催さ

れた地球温

型社会形成

法（注 ）、資

の法律は、

キーワード

の再資源化

関係（公害

のグリーン

暖化防止京都会議（注 ）である

推進基本法（注 ）、食品リサイ

源有効利用促進法（注 ）、グリ

資源の有効活用、リサイクル

にしており、さらに自然循環

の責任を負わせる新しい市場

関係）法とは全く異質の思想

税法化、ヨーロッパで急速に

。この京都会議を受けて、平

クル法（注 ）、建設資材リサイ

ーン購入法（注 ）の循環関連の

、エネルギー、資源の生産

の保全も視野に入れている。

のルールの定着を促している

に基づいて作られた法整備と

進んでいる炭素税を中心とし

成 年の通常国会では、循環

クル法（注 ）、改正廃棄物処理

６法律が制定された。これら

性向上など資源循環を共通の

このことは、事業者に廃棄物

ことなどからも、過去の環境

いえる。また、今後、自動車

た環境税の導入やグリーン電

力制度（注

年間に急速

中央

中央省庁

れぞれの主

高等教育機

地球環境に

）も検討されている。このよう

に整ってきたことで、今後の

省庁等の対応

等の環境問題に対する取り組

体が所管する事項について積

関として人類の生存と繁栄に

関する調査・研究活動があげ

に循環型社会づくりの枠組み

目指すべき社会の姿が鮮明に

みは、環境省をはじめとする

極的に進められている。こう

寄与するために担うべき大き

られる。この地球環境に関す

が法律や制度として、この

浮かび上がってきた。

中央省庁や地方公共団体でそ

した状況の下で、今後本学が

な役割として、永続的に行う

る調査・研究については、こ

れまで文部

） 文部

文部科

発基本計

改善する

び情報シ

気圏、水

議として

科学省と環境省などを中心に

科学省における調査・研究活

学省での調査・研究は、当初

画について の答申が基本計

科学技術、地球科学技術の推

ステムの整備と示されており

圏及び生物圏等の諸現象の解

地球環境科学の推進について

調査・研究活動が進められて

動

平成２年６月に提出された

画として進められた。この基

進にあたっての共通技術また

、純粋なサイエンスとしての

明を目指していた。その後、

の答申が提出されたが、そ

きた。

地球科学技術に関する研究開

本計画は、地球環境を保全・

は基盤技術となる観測技術及

地球科学は、地圏（固体地球

平成７年４月に学術審議会建

の中で地球環境問題を解決す

）、

るため、

性が指摘

究所（仮称

準備が行

して、そ

代にとっ

化の構築

究を推進

自然科学から人文・社会科学

され、総合研究所の創設につ

）の構想について（最終報告

われている。この総合地球環

の原因が人間の文化の問題で

ての可能性を奪わないような

が必要であることから、既存

するために、その中枢となる

までの幅広い学術分野を統合

いての検討が始まり、平成

）（注 ）の答申が提出され、現

境学研究所（仮称）構想は、地

あることに着目し、その克服

人間の生き方）を実現する道

の学問分野の枠組みを超えた

大学共同利用機関としての総

した総合科学を構築する必要

年２月に 総合地球環境学研

在平成 年度の創設に向けて

球環境問題の基本的な認識と

には、 未来可能性（未来世

筋の探求と新しい型の人間文

新しい総合的視点に立った研

合地球環境学研究所（仮称）を



創設する

問題の本

研究、

という構想である。この研究

質を把握し、予見を深めるの

当該問題の克服につながる未

所は、地球環境問題の根本的

に不可欠な 人間と自然系の

来可能性を実現する道筋の探

解決を目指して、 地球環境

相互作用環 の解明に関する

求に関する研究、 これらの

研究の成

とを目的

た総合的

通用する

） 環境

環境省

れていた

に地球環

果を広く発信することにより

としている。また、この研究

な研究の展開、 ［流動性］

研究運営体制の整備、 ［中

省における調査・研究活動等

での調査・研究は、当初は昭

が、この研究所を平成２年７

境研究が開始された。また、

、この問題の対応策に関連す

所の特色は、 ［総合性］

流動性の高い研究組織の実

枢性］ リーダーシップの発

和 年３月に発足した国立公

月に全面的に改組して 国立

平成９年 月に、今後の地球

る学問的基盤形成に資するこ

地球環境問題の解決を目指し

現、 ［国際性］ 国際的に

揮、の４点に集約される。

害研究所で調査・研究が行わ

環境研究所 と改称し、本格的

環境研究を推進するために環

境省とし

報告書）

月に 環

され、 独

調査・研

立環境研

理・提供

中期計

て実施すべき方策について取

が示された。その後、平成

境基本計画 が改定された。

立行政法人国立環境研究所の

究が進められることになった

究所法に基づき、環境保全に

の２本柱とし、環境大臣から

画 で、４月２日に環境省の

りまとめた 地球環境研究等

年７月に 環境研究技術基本

また、国立環境研究所が平成

中期目標を達成するための

。この計画は、国立環境研究

関する調査・研究及び環境

示された 中期目標 に基

認可を得た。今後は、この中

の今後のあり方について（最終

計画 が示されて、平成 年

年４月から独立行政法人化

計画（中期計画）（注 ）に沿って

所の業務を、独立行政法人国

保全に関する情報の収集・整

づき、それを達成するための

期計画（平成 年度の５

年間）に

方向性は

良好な環

際的かつ

環境測定

プログラ

国を含め

有機的連

基づき計画的に業務を遂行し

、持続可能な社会の実現を目

境の創出の視点に立って、環

総合的に質の高い環境研究を

分析技術等を中心として、環

ムや国際的役割分担を踏まえ

た国際的な共同研究の実施、

携のもとに共同研究を実施、

ていくことになる。国立環境

指し、地球環境の保全、公害

境政策の立案に資する科学的

進めることとしている。また

境技術の開発・普及にも取り

た研究の実施、 二国間協定

大学、民間、地方公共団体

研究者等の受入・派遣、ワ

研究所の今後５年間の研究の

の防止、自然環境の保全及び

知見の取得に配慮しつつ、学

、廃棄物処理・資源化技術、

組むこととして、 国際研究

等の枠組みの下で、開発途上

など国内の他の研究機関との

ークショップの開催、研究者

間の情報

構築する

題への取

リスクの

途上国の

この他

どがあり

機関との

提供や交流のためのフォーラ

こととしている。また、重点

り組み、 廃棄物の総合管理

評価と管理、 多様な自然環

環境問題、 環境問題の解明

にも経済産業省で行っている

、今後本学が地球環境に関す

連携は不可欠である。

ムの開催等、他機関との協力

研究分野としては、 地球温

と環境低負荷型・循環型社会

境の保全と持続可能な利用、

・対策のための監視観測があ

ニューサンシャイン計画にお

る調査・研究活動を永続的に

を進め、研究ネットワークを

暖化を始めとする地球環境問

の構築、 化学物質等の環境

環境の総合的管理、 開発

げられている。

ける新エネルギー技術開発な

行うためには、これら関係諸

民間

民間企業

発化し、平

引き離す結

関しては、

や地方公共

企業等の対応

や地方自治体も大きく変わ

）の

成 年３月には 事業所

果となった。本来、 の

の排出量が少ない教育機

団体が環境に配慮した製品を

ってきており、国際標準化

シリーズ（環境マネジメントシ

を超え、わずか数年でイギリ

取得は製造業が中心であった

関などでも取得される傾向に

購入するグリーン購入システ

機構 （

ステム）（注 ）の認証取得が活

ス、ドイツの取得数を大きく

が、近年は シリーズに

ある。このことにより、企業

ムも広がってきており、購入



する会社に

きている。

情報公開も

対してより厳しい環境配慮を

また、多くの事業所が認証取

進んでいる。このような動き

求めたり、 の認

得をするようになったことに

の他に、環境を重視する企業

証取得を求める事業所も出て

より、環境報告書などによる

の株式を組み込んだエコファ

ンド（投資信

業とでは資

とになると

最優先する

自然エネル

意識も変わ

るようにな

エネ、省資

託）が年々資金規模を増大さ

金調達力に大きな差が出るこ

予想される。このエコファン

消費者）化した一般の消費者で

ギー促進のための 緑の電力

りつつあり、非営利の民間活

ってきた。また、 年代半

源を基調とした循環型社会づ

せている。今後、環境に配慮

とになり、否応なく企業は環

ドを支えているのがグリーン

ある。このようなグリーン

料金制度 などが整備され、

動団体の環境 （注 ）や

ばから進められてきた 革

くりに大きな貢献が期待され

している企業とそうでない企

境配慮型の経営を迫られるこ

コンシューマー（環境配慮を

コンシューマーを対象とした

一般の消費者の環境に対する

での活動も活発に行われ

命も、環境負荷の小さい、省

ている。

、

２．環境問

現在の経

境や資源、

り安全で質

い。これら

うという従

的に可能な

題への対応の視点

済社会は、大量に物を生産し

エネルギーは限られたもので

の高い生活を維持し、健全な

の問題に対応するためには、

来の考え方を転換する必要が

最大限の取り組みを検討し、

、消費し、廃棄することを前

あることから、現在の経済活

経済・産業活動を営む上で、

個々の分野で問題が顕在化す

ある。個々の分野ではなく、

取り組みの優先度や関係主体

提としている。ところが、環

動を続けた場合、将来にわた

大きな制約となる可能性が高

る度に、必要な取り組みを行

あらゆる分野で技術的・経済

間の役割分担、政策手法の選

択について

経済的なフ

の制約や資

テム を構

しかし、

観にばらつ

のが現状で

その一因

の考え方を明確にし、最も実

ロンティアを拡大する努力を

源の制約に対応した、経済と

築していくことが求められて

本学では、大学を構成する個

きがあることから、個々人の

ある。

として、大学の組織としての

効性の高い具体的な取り組み

社会全体として行い、将来に

環境が統合された 持続可能

いる。

々人の意識が、省エネ、省資

日常生活において環境に配慮

取り組みに関しては、

を行う必要がある。技術的・

向けて経済活動の面で、環境

な経済社会（循環型経済）シス

源の意識と自然に対する価値

した行動をとる人達が少ない

環境

の状況

学生

全学的

情報

万

量が年

大学

宣言、環境方針、環境目標な

である。

の自主的な団体や環境問題に

な組織が形成されていない。

化への対応や施設の利用時間

）、灯油（多摩校舎の年間使

々増加している。

は毎年莫大な紙（多摩校舎の

ど（参考資料１）、環境保全に関

関係する学内部署などで環境

延長、開放などに伴い、電力

用量 万 ）などの枯渇資源

年間購入実績 万枚）を使

する本学の基本姿勢が未確立

保全活動が行われているが、

（多摩校舎の年間使用量

を使用するエネルギーの消費

用しているが、その大部分が

上質紙

物とし

ゴミ

ること

となど

本学

を優先

災害

で、年々増加する廃棄物（多

て処分している。

の分別収集を行っているもの

、分別収集する設備が整備さ

から、ゴミを分別収集するこ

が物品などを購入する際にグ

した意思決定が多くみられる

時の避難場所に指定されてい

摩校舎の年間排出量 ）の

の、学生、教職員の環境問題

れていないこと、リサイクル

との意義が薄れている。

リーン調達（購入）（注 ）などの

。

るが、災害時のエネルギー源

％にあたる量（ ）を廃棄

に対する意識にばらつきがあ

ルートが確立されていないこ

基準がないため、コストだけ

を確保するシステムが未整備



である

などが挙げ

。

られる。

また、本

環境

がある

である

環境

地域

環境

環境

環境

学における環境教育と地球環

教育については、学部などの

。例えば、多摩キャンパスで

。

教育に関する他大学との単位

と連携した環境教育が行われ

保全活動に係わる全学をあげ

問題にかかわる永続的な調査

問題に関して発展途上国等に

境の調査・研究に関しては、

組織ごとに行われていること

は、環境教育における基礎学

互換制度や研究機関との連携

ていない。

たボランティア活動への取り

・研究活動を行う機関がない

対する技術支援制度を検討す

から教育内容に組織間の格差

習の実験施設・設備が未整備

制度が未確立である。

組みが未整備である。

。

る組織がない。

などが挙げ

世紀は

時代を迎え

大学を構成

ることは、

る個々人が

う意識、 自

る知性（注

られる。

、環境問題に対する取り組み

ることになる。このことは大

する個々人が社会の一員とし

社会的責任で喫緊に対応しな

自然に対する価値観の形成（

然は人間に不可欠である と
）を身につけることが最も重要

をどのように行っているかに

学社会も例外ではない。本学

て、今後環境問題に対して何

ければならない課題である。

ここでいう 価値観の形成 と

いう認識、 自然が好き とい

なことである。これらを念頭

より組織の差別化が図られる

が高等教育機関として、また

をすべきかを明確にし実行す

そのためには、大学を構成す

は、 自然が大事である とい

う思い。）と環境問題に対す

に置き、今後の環境問題への

対応の視点

持続

持

量消

資源

としては、三つの大きな柱に

可能な経済社会（循環型社会

続可能な経済社会とは、大量

費、最少廃棄の社会へと移行

や、再生産可能な資源を有効

分けることができる。

）を実現する。

生産、大量消費、大量廃棄の

していくことと、地上に存在

に活用していく社会のことで

社会から、最適生産、適

する使用済の枯渇性地下

ある。このような社会を

実現

動を

環境

近

公害

保全

対応

深め

するために、本学として何を

、地域との連携を図りつつ本

教育・環境学習などの推進を

年、環境問題においては、主

や、地球環境問題の比重が高

・創造を求める国民の要望が

していくためには、国民一人

、環境に配慮した生活・行動

すべきか、いわゆる、省資源

学が組織としてどのように行

図る。

に日常生活や通常の事業活動

まるとともに、身近な自然と

増大している。こうした複雑

ひとりが人間と環境との関わ

を行っていくことが必要であ

、省エネ、リサイクル活

うかである。

に起因する都市・生活型

のふれあいや自然環境の

・多様化する環境問題に

りについて理解と認識を

る。このため、高等教育

機関

を、

地球

地

関連

され

究を

として、本学に在籍する学生

どのように構築し、実施する

環境に関する調査研究の推進

球環境問題は、従来の環境問

する分野も多岐にわたるとと

ていることから、自然科学に

含め学際的な取り組みをどの

だけでなく幅広い人達を対象

かである。

を図る。

題に比べて対象の時間的・空

もに、そのメカニズムや影響

おける研究はもとより、人文

ように推進するかである。

とした環境教育システム

間的スケールが大きく、

など未解明な点も多く残

社会科学の視点からの研



環境

１．循環型

問題に関する具体的諸施

社会の構築に関する計画

策

計画

本学は教

大な量のエ

によってえ

３ ［リデ

クル（再資源

入基準など

を実施・支

立案のポイント

育機関であるため、製品を生

ネルギーを使用しており、そ

られる電力の使用量が情報化

ュース（廃棄物の発生抑制 省

化）］は引き取り業者任せに

の制度がない、 学生・教職

援する組織・制度がない、

産することによる環境負荷と

れが年々増加傾向にある。特

の進展などにより年々増加し

資源化、長寿命化、リペア

なっている、 環境に配慮し

員の環境に対する意識に希薄

全学的な環境保全に関する理

いう側面はないが、 毎年莫

に枯渇が懸念される化石燃料

ている、 廃棄物についての

）、リユース（再利用）、リサイ

た物品を購入するグリーン購

な面が多い、 環境保全活動

念や目標が明確でない、など

本学は組織

とつの組織

促進し、環

大学の構成

うな機構と

シリー

の課題に対

として環境保全の取り組みが

として、各キャンパスごとに

境に配慮した省エネ・省資源

員である学生・教職員の環境

制度の整備が必要である。ま

ズの認証取得についても高

しては最終答申までに検討す

不十分であるのが現状である

リデュース、リユース、リサ

型の教育研究施設（エコ・キ

に対する意識の向上と地域社

た、現代社会の潮流になり

等教育機関としての本学の位

る必要がある。

。このため、本学が社会のひ

イクルのシステムを一体的に

ャンパス）を構築するとともに

会との密接な連携がとれるよ

つつある国際環境規格

置付けと現状を踏まえて、こ

、

計画

エコ・キ

大学を

国際

環境

省エ

の概要

ャンパス整備計画

エコ・キャンパス整備 の必

取り巻く社会状況

化・情報化社会の確立

政策の推進

ネルギー リサイクル

要性

求められる姿勢
《環境への配慮

の取得は、企
この動きは企業だけで

《環境に配慮した施設整

の取得》
業の生き残りに不可欠
なく官庁や自治体、学校へ
備の推進》

都市

求めら
環境保全

環境への負荷の軽減

れる大学教育
に貢献する人材の育成

自然光、自然換気等の自
省エネルギー化
雨水、排水処理の再利用
エコマテリアルの使
自然景観保全の推進

然エネルギーの利用による

等エネルギー資源の有効利用
用
等

近

ア）学

）

い将来求められる姿

生・教職員の環境に対する意

電力、ガス、水、紙などの使

大

識の向上と取り組みへの積極

用量について削減目標を定め

学における取り組み課題

的な参加

、教職員は業務の見直しを行

環境環境政策の推進政策の推進



い

し

）

、学生に対してはガイダンス

たらよいのかを提示し、協力

電力、ガス、水、紙などの使

の実施やガイドブックの配布

を呼びかける。

用量、排出されるゴミの種類

などを通じて、具体的に何を

、量とその処理方法、それぞ

れ

）

生

）

）

）

ケ

イ）既

多

にかかるコストなどのデータ

備品、消耗品などを学内で柔

新入生など）で生活用品な

ゴミの分別回収を徹底し、分

環境問題に関する職員研修制

学内構成員から大学の行うべ

ートの実施や意見箱の設置な

存施設及び新棟建設に伴う施

摩キャンパスにおいては開校

を公開する。

軟かつ適正に融通できる仕組

どを譲渡、売買できる仕組み

別処理のトータルシステムを

度の拡充と積極的な参加を促

き環境保護活動についての提

どを行い、取り組みへ積極的

設の省エネ・省資源化の実現

以来 数年を経過しているこ

みを確立する。学生間（卒業

をつくる。

施行する。

進する。

案、意見などを募集するアン

に参加できる体制をつくる。

とから、建物本体ならびに空

調関

学内

は限

暖房

ネレ

ンシ

の試

係設備の老朽化が深刻である

の電力事情は逼迫しており、

界に来ている。このようなこ

用熱源の新たな確保、 の

ーションシステムの導入を計

ステムへ変更した場合の一定

算によると、コージェネレー

は、既存の灯油ボイラーと比

。また、近年のパーソナルコ

既存システムの増設（例えば

とから、購入電力をこれ以上

削減を考慮すると、都市ガス

ることが望ましい。既存シス

条件を前提とする超概算の試

ションシステムを導入した場

較して９％、 は 、

ンピュータ等の普及により、

トランス容量のアップなど）

増やさないこと、さらには冷

（ ）を利用したコージェ

テムからコージェネレーショ

算を算出した（参考資料２）。こ

合、約８ の経費節減となり

は の削減を計ることが

、

可能

以上

いて

な

申（

ルー

になる（年間 万円の支出

の削減が期待され、経費削

は ％、 は ％の削減を

エコ・キャンパス としての

も壁面緑化や自然景観の保護

お、新棟建設に関する環境へ

来年６月頃）を予定している

プ主査名にて理事会に設置さ

減）。また、後楽園キャンパ

減とともに、 は既存の重

計ることが可能である（年間

視覚的効果も含め、現在進め

及び屋上緑化についても検討

の配慮については、この中間

時期との関係から、具体的な

れた新棟建設に関する各理事

スにおいては多摩キャンパス

油ボイラーと比較して９ 、

万円の支出減）。

られている新棟建設計画にお

を行う必要がある。

報告（本年６月）及び最終答

事項について当ワーキンググ

会小委員会座長宛に別途文書

（平

ウ）自

自

よう

につ

風
や

成 年４月 日付）（参考資料３）

然景観を保護し、自然エネル

然景観を保護し、自然エネル

な事例を挙げることができる

いては専門のコンサルタンツ

風力発電システム
力エネルギーは、大学構内の照明
非常時の電力源として活用する

によって、取り扱うことをお

ギーを最大限活用する教育・

ギーを活用する教育・研究施

が、具体的な導入及び前項イ

による調査を踏まえて実施す

自然光
明の無
するこ

願いすることとした。

研究施設の実現

設の実現については、以下の

）の省エネ・省資源化の方策

る必要がある。

ハイサイド・ライト
をうまく利用して電灯照
駄を減らし、通風を良く
とで空調負荷を軽減する。

永
ネ
の
特
望
ま
陽
利

ソーラーシステム
続的に屋根に降り注ぐ太陽エ
ルギーは、給湯用・冷暖房用
エネルギー源として活用する。
に大規模教室などへの採用が
ましい。
た、体育館の屋根などは、太
エネルギーを温水シャワーに
用する。

。



樹
キ

自然景観の保護・緑化の推
進（屋上緑化など）
木、芝生等で緑化を図る。
ャンパス全体に環境を意識し

雨水
キャ
利用

雨水利用
をできるだけ雨水槽に集め、
ンパス内の樹木への散水に
。

た
の
し

生
に
ガ
し

プランニングを行う他、建物
外壁にはアースカラーを採用
自然との調和を図る。

生ゴミを資源として再利用
ゴミを燃やすことなく微生物
より分解処理を行う。メタン
ス（ ）を発生させ、取り出
た水素を燃料電池へ。

体

ア）本

定め

制の整備

学の環境保全に関する基本方

中央大学環境方針 を策定し

る。

針の確立

、学内外に宣言するとともに、これに基づき目標と行動を

イ）学

環

る。

ウ）学

本

エ）学

学

力・

内機構と規程の整備

境保全活動推進のための機構

また、必要な規程の整備を行

外の関連機関へ協力

学のグリーン購入規程を整備

生組織の確立

生を主体とする組織をつくり

連携を図る。

を確立し、関連する既存の組

い、予算や人員を確保する。

し、納入業者に周知徹底する

、個々の計画づくりや実際の

織を含め役割分担を明確にす

。

活動において大学組織との協

オ）学

他

また

カ）

学

そ

循

本学

外組織との連携

の教育・研究機関や地域など

、情報・知識・技術の共有や

評価・監査体制の確立

内の自己評価制度の確立に加

の他

環型社会の構築に関する エ

が高等教育機関としての地域

とのネットワークを形成し、

、学習・研究・活動の場の相

え、第三者機関による評価・

コ・キャンパスの整備 の実

社会への社会貢献、さらには

協力して環境問題に取り組む

互提供などを行う。

監査も視野に入れる。

現に、早急に取り組むことが

今後予想される環境問題への

。

、

取り

は現

いる

ど検

ま

る情

環境

員会

組みに対する差別化に対応す

状の詳細な把握、最新技術の

。早期実現のためにも専門業

討すべき時期にきていると考

た、 エコ・キャンパスの整

報に関する環境整備（ここで

問題と並び、大学間の差別化

の事項と重複するが、最重要

るために必要不可欠である。

導入、二重投資の防止など、

者、キャンパスにおける総合

えられる。

備 を行うためには、並行し

は情報インフラ整備に属する

を図るためには必要不可欠な

課題の一つであるものを以下

しかしながら、実現のために

解決すべき問題点が山積して

的なコンサルタンツの参画な

て環境負荷の低減が期待され

）を行う必要がある。これは

ことである。情報環境整備委

に列挙する。

、



各校

地域

初等

地間の連携（例えば、遠隔授

との連携（例えば、地域行政

・中等教育機関との連携（例

業の整備、環境情報の共有な

、教育機関、企業等との共同

えば、本学から人材・情報の

どの推進）

を計る）

提供を行う）

２．環境教

今日の環

る意味では

らに問題が

方としては

究明の姿勢

る。

育・環境学習などの推進

境問題、特に地球環境問題は

現代文明の在り方への批判を

急激に顕在化したために、学

、 広い視野に立つ総合的教

を貫くこと、 実践、実験な

計画

、われわれの日常生活に密接

含む、広範な問題提起ともい

問的にも未解決な部分が多い

育であること、 固定観念に

ど体験的学習を重視すること

に関わっていると同時に、あ

うべき性格を持っている。さ

。したがって環境教育のあり

とらわれず科学的立場で問題

、を基本とすることが望まれ

計画

それ

社会科

環境

自然

環境

験施設

立案のポイント

ぞれの専門分野をいかしつつ

学的観点からの知識や判断力

専門分野も含めた総合的かつ

とのふれあいを深め、体験や

教育の基礎学習のため、学内

として エコ・ラボラトリ

、それにとらわれず、広く地

を養う。

体系的なプログラムの立案を

実践を通して自然に対する価

の自然を活用する。また自然

の設置を図る。

球環境的・自然科学的および

目指す。

値観の形成を図る。

エネルギー体験施設や学習実

学生

たプロ

将来

計画

環境

．既

る。

のみならず一般市民にも広く

グラムの整備をおこなう。

的には 地球環境研究センタ

の概要

教養プログラム

存の基礎的環境関連科目の全

（担当教員の過重な負担を避

環境学習の機会を提供すると

ー（仮称） を設置し、研究

学部間での他学部履修を進め

けるための措置、例えば講師

ともに、地域の特徴をいかし

と教育との融和と充実を図る

る。状況に応じて共通化を図

の増員や施設の充実が必要で

。

ある

．環

必

的な

るよ

環境

教

プラ

。また、環境関連科目担当教

境総合講座の開設

要に応じ、他大学などから広

考え方を養う。その受講対象

う、聴講生制度や科目等履修

コースプログラム

学執行部から提案された フ

ットフォーム（仮称）（

員の交流 環境教育懇談会

く関連分野の講師を招き、総

は本学学生を中心としつつ地

制度とのリンク等を検討する

ァカルティ・リンゲージ・ス

）の 環境

の設置など）。

合講座を開設し、多面的総合

域住民や高校生まで拡大でき

。

テーション アカデミック・

を前提とする制度を新設

する

ライ

環境

．エ

学

際を

．自

自

。環境法コース、環境マネー

フサイクルアナリシスコース

実習・研修プログラム

ネルギー施設体験コース

内に自然エネルギー施設を設

体験する。

然体験、エコ・ラボラトリ施

然とのふれあいを通して自然

ジメントコース、自然環境コ

など体系的に学習するコース

置し、その管理運営への参加

設実習コース

に対する感性を養い、その社

ース、リサイクル等を含めた

制度を設ける。

を通してエネルギー問題の実

会的価値を認識するために学



内に

コ・

染の

ある自然の体験学習を行い、

ラボラトリ施設の設置を図り

実態の体験的認識を深める。

生態系のしくみや歴史性に

、 の測定など各種の実

ついても理解する。また、エ

習を行うことにより、環境汚

．こ

中実

．環

環

れら

学的

本

こと

学生

れらのコースをゼミや講義の

習方式、もしくは休暇期間の

境インターンシップ制度

境問題に取り組む公共機関や

の機関の環境型社会へのシフ

に環境インターシップ制度に

プログラムに限らず環境教育

が望ましい。

の自主的自発的な環境活動へ

一部として利用する他、場合

合宿方式などを採り入れるこ

民間研究機関などへのインタ

トへの取り組みの現状を体験

対応できる対外折衝などを支

全般において、実習や実験、

の支援やボランティア活動に

によっては半期講義方式や集

とも考える。

ーンシップ制度を拡張し、そ

的に理解する。そのための全

援する部門の設置が望まれる

見学など体験学習を重視する

係わる、傷害保険の確立など

。

環境

ンティ

し、学

設置に

３．地球環

計画

関連ゼミやサークルの交流会

ア活動に関する 環境登録制

生の自主 的、自発的ボラン

協力し、ボランティア活動時

境に関する調査・研究の

立案のポイント

や自分の得意分野とする領域

度 の制度などを設ける。イ

ティア活動の活性化をはかり

等に対する保険制度の採用を

推進計画

の環境活動への支援及びボラ

ンターネット等の情報を活用

支援する。そのための組織の

検討する。

文部科学

つれて、単

この二つの

う地球環境

み、 地域

が考えられ

要があるこ

省と環境省の両省の地球環境

一での調査・研究から地球規

調査・研究の方向性を参考に

に関する調査・研究の方向性

社会との連携、 国内外の研

る。なお、本学が永続的に調

とから、最終答申までに財源

に関する調査・研究の方向性

模で総合した調査・研究へと

、本学の 人類の生存と繁栄

としては、 個別大学・学部

究機関との連携、 発展途上

査・研究を行うためには、研

確保に関する検討を行う必要

は、環境問題が深刻化するに

方向性が変化してきている。

に寄与する ために永続的に行

の枠を越えた総合的な取り組

国等への国際的な貢献、など

究資金を恒常的に確保する必

がある。

計画

地球

本学

きあげ

地球環

本学

され、

こう

の概要

環境に関する調査・研究の本

は、創立以来、長い伝統のな

、大きな成果をあげてきた。

境面での調査・研究の拡張・

の研究体制は、個人研究の支

外部資金の積極的な導入を含

した研究支援体制の確立状況

学の現状と考え方

かで６学部・大学院を組織し

本学の研究体制の発展は、こ

充実を図るものでなくてはな

援体制を基礎としながら８研

む研究支援体制が確立されつ

にあっても本学の研究スタイ

、研究に基づく教育体制を築

の伝統を継承しつつ、新しい

らない。

究所と１研究開発機構で組織

つある。

ルは、個人の自由と学問の自

由を守

る。し

境教育

を得な

なりつ

するこ

しくな

また

る個人研究を基本としており

かし、最近の地球環境問題の

が浸透し始め、大学教員も必

くなっている。さらに、こう

つある。こうした状況を個人

とにも関係するために、この

りつつある。

、地球環境の調査・研究には

、各学部に所属する教員は同

深刻化と環境保全活動に直面

然的に自らの専門研究分野に

した研究教育に対して自己点

ですべてを克服することは、

ような問題に対しては自らの

大規模な研究施設を必要とす

時に学部教育の担当者でもあ

して、初等・中等教育では環

おいて環境への考慮をせざる

検・自己評価の公開が原則と

専門外の領域の知識を必要と

努力だけで解決することが難

ることがあるが、個人研究に



基づく

こう

も、学

研究体制では、こうした研究

した状況を克服するためには

際的研究や内外の研究者・研

基盤の整備についても配慮し

、今後とも伝統的な個人研究

究機関との共同研究を組織す

なければならない。

の研究スタイルを尊重しつつ

る制度や情報基盤を整備する

必要に

地球

地球

での空

総合的

みなら

する必

その

迫られている。

環境に関する調査・研究の体

環境問題は多岐の領域にわた

間的広がりと、現在世代のみ

研究が不可欠になってきてい

ず、地域の文化、制度、歴史

要があることを意味している

ために、研究教育の単位を新

制整備

り研究の細分化が起こるのみ

ならず将来世代にわたる時間

る。こうした問題に対応する

を踏まえて、社会科学、人文

。

たに組織化する必要性がある

ならず、地域から地球規模ま

的広がりを持っているので、

ためには、自然科学の分野の

科学の知見を学際的に総合化

。そのためには、長期的視野

に立っ

短期的

究のあ

が有効

地球

上記

できな

て研究組織の再編・拡充を検

には新しい学部の設置を提起

り方を見直すことを優先させ

であると思われる。

環境に関する調査・研究の運

の課題に応えるために、個人

いので、個人研究を超える研

討しなければならない。しか

することは混乱を招きかねな

て、それに基づいて新しい研

営組織と目的

研究の自発性のみに依拠した

究組織を形成しなければなら

し大学の現状を踏まえると、

いので、差し当たり既存の研

究制度を組織化することの方

組織では社会的ニーズに即応

ない。そのために、各学部の

代表か

する。

当該

目的は

（フォー

称）の

また

部資金

らなる 地球環境調査・研究

）

委員会は、長期的・総合的に

、 短期的（１年間程度）

ラム）を設定すること、

組織化を視野に入れた検討委

当該委員会は、研究組織（専

と外部資金導入等）のあり方

推進委員会 を設ける。（委員

取り組むことができる機構を

には、学際的研究テーマを選

長期的には、総合的・学際的

員会の役割を担うものとする

任・客員等）のあり方、研究資

、研究施設（内外研究施設の共

会の詳細については別途検討

設置するもので、その主たる

び、定期的に意見交換の場

な 地球環境研究センター（仮

。

金（研究基金蓄積・配分、内

同利用・情報基盤の整備等）

のあり

するか

選択肢

地球

地球

入れて

織とし

方等とともに、 地球環境研

、あるいは（ ）既存の研究所

も検討する。

環境研究センター（仮称）の

環境研究センター（仮称）は

、その性格から主体的に段階

なければならない。また、研

究センター（仮称）が、（ ）既

と異なる形態と役割を担う組

性格とあり方

、上記の内外の地球環境研究

的に研究水準を発展させる機

究活動の実施にあたっては

存の研究所の延長線上で再編

織として新設するか、という

動向に対応することを視野に

能を持たせた進化型の研究組

、学生や地域における関連機

関・団

該委員

地球

地球

らは人

盤を整

外の研

体等との連携も視野に入れた

会で検討する。

環境に関する調査・研究の支

環境の調査・研究の成果は、

類共通の知識として共有され

備し、研究組織・情報支援・

究機関等との交流を図れるよ

検討も必要である。そのあり

援組織

データベースとして蓄積され

なければならない。そのため

研究開発のサイクルが好循環

うにすべきである。また、内

方についての詳細は、別途当

なければならない。またそれ

に、公開を原則として情報基

するように体制を整備し、内

外の調査・研究成果の共同利



用を高

べきで

人的・

めることができるように、外

ある。こうした方向で、本学

物的な研究支援体制を整備し

部の優れた経験と知識を取り

の現行の情報研究教育センタ

なければならない。

込んだネットワークを整備す

ーとの有機的な統合を図り、

地球

地球

同で行

ターで

は別途

（ア）

地

織で

環境に関する調査・研究クラ

環境に関する調査・研究を推

う研究を基本単位とする。複

共同研究を行うものとする。

検討する。）

学際基礎研究（仮称）

球環境に関する調査・研究に

、個人研究の成果を日常的

スターと推進計画

進するために、ここでの地球

数の研究者で申請し、例え

（専任研究者・客員研究者・

参加する意図のある本学のす

に学際的に相互に交流する

環境研究は、原則として、共

ば、以下のような研究クラス

特任研究者との関係について

べての教員が所属する研究組

場（ワークショップあるいは

フォ

（イ）

環

を共

科学

され

環境

（ウ）

ーラム）の担い手になることが

プロジェクト研究（仮称）

境問題に対し特定の課題（プロ

同で目指すものである。具体

系や人文・社会科学系の研究

るものとする。このプロジェ

技術開発型研究などに類型化

循環型社会構築研究（仮称）

できる。

ジェクト）を設定した調査・

的には、前述のような文部科

領域・研究項目が考えられる

クト研究は、基盤研究、問題

することもできる。

研究単位で、特定の研究成果

学省や環境省が指摘する自然

。そして共同研究資金が充用

対応型研究、政策提言型研究、

市

に代

視す

り方

もの

（エ）

地

その

場経済系では生産・分配・消

表されるように 市場の失敗

る。既存の諸制度を再検討し

を検討し、ゼロエミッション

である。

生態系共生型研究（仮称）

球の許容能力には限界がある

ような地球環境を保全し、生

費の経済循環のみを問題にし

を克服するために、非市場経

て、リサイクル・リユース・
（注 ）を目指した社会制度づく

のみならず、一定程度の破壊

態系（エコロジー）とエコノミ

てきたが、廃棄物（ゴミ問題

済系の領域の学際的研究を重

リプロダクション（３ ）のあ

りに寄与することを期待する

を過ぎると急速に衰退する。

ーの融合を図り、地球環境と

）

のフ

（オ）

国

いる

時間

（カ）

経

環境

ィードバックが最適な社会を

持続型社会形成研究（仮称）

連で 持続的開発 が提起され

。その基礎概念をめぐる研究

的持続性の研究などに類型化

社会発展と歴史文化研究（仮

済開発は、本来貧困や飢餓の

破壊の悪循環を引き起こして

いかに築くかを学際的に研究

て以来、この概念をめぐって

、その具体化へ向けたモデル

することができる。

称）

撲滅を目的としてきたが、貧

きている。そうしたなかで開

する。

多くの研究が重ねられてきて

研究、空間的持続性の研究、

困の悪循環を引き起こしたり

発による社会形成はそれぞれ

、

の歴

検討

（キ）

特

で、

な共

（ク）

特

史的文化を生み出してきた。

は、開発と環境の共生の検討

フロンティア共同研究（仮称

定の環境問題に対して先端的

社会的な政策貢献・環境保全

同研究資金、外部研究資金、

地域参加型共同研究（仮称）

定地域の環境保全のために、

それぞれの歴史・文化・宗教

に不可欠の学際的研究となっ

）

環境技術や環境保全の研究課

貢献・環境協力貢献等を共同

研究支援組織が充用されるも

地域を熟知している研究機関

等が環境に及ぼした影響の再

てきている。

題を設定した調査・研究単位

で目指すものである。大規模

のとする。

あるいは専門家（地方公共団



体、

で、

（ケ）

大学、事業者、 等）と

その成果は地域環境教育や具

環境国際協同研究（仮称）

、連携して具体的問題解決の

体的な政策策定にも役立たせ

ための協同化を意図するもの

ようとするものである。

地

組み

進し

究の

な

以外

たす

的に

球温暖化や酸性雨に代表され

は的連携の下で推進しなけれ

、またそのために本学におけ

推進に寄与するような支援体

お以上の研究事例は仮説例に

は、上記の文部科学省、環境

重要度も高く、重点的な研究

研究資金を配分することを検

るように地球環境問題には国

ばならない。国連大学などの

る現行の国際交流センターの

制として組織できるかを検討

すぎないが、具体的には当該

省などの外部研究資金の受け

が効果的であることが予想さ

討し、研究成果の公表・評価

境がないことから、その取り

内外の研究機関との提携を推

機能を再検討し、地球環境研

する。

委員会で検討する。また（ア

皿にもなり、社会的責任を果

れるため、当該委員会で誘導

が義務付けられるべきである

）

。

本学

総合

たこと

環境の

に関す

使命を

とも学

の地球環境に関する調査・研

大学としての本学は、自然科

から、地球環境に関する調査

世紀といわれるが、そのため

る調査・研究の単位を組織化

果たす条件を整えている。本

問の府としての伝統を持続的

究の展望

学、社会科学や人文科学の各

・研究を推進する上で優位な

に本学は、学内の民主的な意

し、研究に基づく教育を積み

学は、環境の世紀という時代

に維持することが求められて

分野で幅広い研究を進めてき

立場に立っている。 世紀は

見交換を通じて、新しい環境

重ねることによって、社会的

を先導する大学として、今後

いる。

４．環境に

環境に関

る。

環境

環境

環境

キャ

関する機構の整備（案）

する諸施策について、全学的

に関する機構（組織）

委員会

推進委員会

ンパス環境推進委員会

に取り組むためには、以下のような機構の整備が必要であ

環境

環境

環境

エコ

事務

教育懇談会

教育科目担当者会議

インターンシップ等運営委員

・ラボラトリ施設運営委員会

局

会



機構図（組織）

５．規程の

全学的な

を制定する

策定

環境問題への取り組みは、 環

必要がある。

境に関する機構（組織） の考え方に基づき、次の規程等

中央

中央

中央

中央

中央

中央

大学環境に関する規程

大学環境委員会規程

大学環境推進委員会設置要領

大学キャンパス環境推進委員

大学環境教育懇談会設置要領

大学環境推進室設置要領

会設置要領


